






































































短大 2８ 4０ 301 8１．６
大学 7３ 65.93５ 209 317「
幼稚園 ３，４７２ 297,317 831,645 7３．４1,132,434










ー 中学校 36,018 5,739,632 180,991 3.05,956,641雛｜錘 11,435 3,397,392 10665,232 5,074,059 32.7
125,9008,060 1３，６０３ 147,563 85.3



































































２|数 短大 7７ 8３１９２．５４







































































































































































］ 91.01,244652 3,301 7７．９ 2６4,240



































































































































































































































































































'5５ 886,359 694,154 189,384
'53～'５４減 51,631 25,761 26,160
「
748,8391960 1,060,423 308,801
'６１ 929,068 686,529 239,476
413,884'一丁函 1,265,757 848,469
l￣￣



























総数 公立 私立 総数 公立 私立
本務教員数
総数 公立 私立





















5８ 118 108 157 105 104 107 111 105 139
5９ 124 111 177 107 105 111 115 107 153








































































































































































１０７'6２ 113 133 119
'6３ 167 1２５ 1０８１ 103 143 133120




























































































































































































































公立 ３5０ 4６ １
社 会
私 立 ４2９ ５6２
－』・
｣上．公 3２ ５ 115２
数学Ｉ
私立 1５101６ 5９
公立 ７3３ 5７ ３
物 理




















公立 1８ 6５ ９ ８
体 青
私立 ５ 6３ 2５ ７
公立 1９ ７6３ 11
楽音
私立 １０ ５6６ 2０
公 立 2７ 6３ ７３
英 語
私立 1９ 7０ ５
公立 2９ 5９ ６
業エ














全 国 束 ヨョ●｣』（年 次
立 私立｜公立｜私立公
19,365円 13,346円 25,171円 14,602円1953
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1958 438,819人 ５９，３６５人 13.5％
5９ 426,597 60,725 1４．２
6０ 500,512 70,881 1４．１
6１ 575,297 82,008 14.3
6２ 607,891８５，１０８ 14.0
6３ 553,657７６，３４３ 1３．８
， 6４ 504,441 67,911 13.4







































































































































































































































































年次 人口 指数1957＝100 増カロ人ロ 増加率
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とはできない。かくて事態を放置するならば，マルクスのいう「一方の過
剰就業と他方の強制された怠惰」とが，すなわち公立の相も変らぬすしづ
めと，私学でのガラあき教室，大量解雇とが，いみじくも平和共存するこ
ととなる。そして，もしも公私立へ均等に生徒が入学しうる条件が作られ
るならば，現在の学級数で1970年における学級平均収容生徒数は36人と
いう理想に近い人数となるのである。
昨春の公立では定員を2,000人以上上廻る51,645人の入学に対し，私立
は二次蕊集をふくめ94,069人の募集に入:学92,644人と早くも下廻ってでい
た。今春は，公立の635人増募に対し，私立は,第一次募集が昨年より4,00
0人以上少ない84,030人となったが，これに対する入学者は70,878人,二次
募集をふくめても74,859人という状況である。しかもこの中には14,883人
と予想以上に多かった他府県からの入学者がふくまれている。中には350人
募集して第一次応募157人,100人の二次募集をしてようやく入学100人にな
るかならぬかという学校もある。５月１日現在都内私立高校の生徒数合計は
320,653人と,第34表の予想を4千人以上下廻っており（東京私立高協会調べ）
懸念されていた深刻な事態はさらにきびしい現実となって現われている。
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.以上において私たちは，きわめて概括的ながら，東京を中心とした私立
高校の現状を，主として公立との対比によりながら点検してみた。その結
果明らかになったことは次のようなことである。
教員の構成では，臨時工的存在をなす兼任教員がきわめて大きな割合を
占め，専任者の中では，とくに女子のウェイトが比較的に大きく，また一
般に勤続年数の短い若年層が多い。退繊者の内訳で見ても勤続数年での公
立への転職がきわめて多く，私学が条件のよい職場をねらう「腰かけ」的
存在となっていることを明らかに示している。一方年令構成からいって，
老令者の比重もかなり高く，経験と活動力に富み最も充実した教育を期待
しうる中堅の30～40代は相対的に少ない。上級免許状の所有率は低く，
－４５－
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逆に仮・臨免および無免許の比率が，それと対応して助教諭，誠師の比率
が高い。また賃金については，公立ときわめて叡然たる格差を示し，とく
に中高年令層において著しい。退職金制度などもきわめて不十分である。
一方労働条件については，１人当り生徒数の多いこと，学級当り専任教員
の少ないことなど，いずれも私立の教員の過重労働を示し，基準に対し不
足の人員もきわめて高い数字となっている。
施設については，連年の設備投資にもかかわらず，生徒１人当りの建物
坪数，土地坪数何れも大きく公立を下廻っている。プールの保有率もほぼ
半分にすぎない。建物の構造からいえば鉄筋コンクリート造が木造の倍で
公立と逆である。しかしながら，最近の建築についていうと，公立もほと
んど鉄筋造であり，むしろ私立より「近代化」のテンポは早くなってい
る。また公立での生徒１人あたり建物坪数の増大，資本的支出の著しい増
加などもすべて近年の公立高校増設の急ピッチ息りを物語っており，私立
との差は開く一方である。
人的・物的条件あわせて生徒１人当りにかけられる費用は，現在まだ諸
条件の拡充・強化がきわめて不十分といわれる公立の半分程度であり，消
費的支出のみではさらに少ない。相対的には，資本的支出の比重がかなり
商いが，実はこれとて公立よりとくに高いとは必し屯いいがたく，なかん
ずく生徒１人あたりで絶対額を見れば公立よりはるかに少ない。財源から
いうと，公立は私費がせいぜい１割前後であるものに対し，私立は％が生
徒納付金であり，残余の大半は借入金である。借入金を除いた収入の中で
いうと納付金は80％，あるいはそれ以上となっている。借入金の残高は
年々増加する一方で，その元利償還は人件費の半年分以上となって経営に
大きな重圧を加えている。
これらはすべて生徒の教育条件を劣悪ならしめ，すしづめ・マスプロの
深刻化，教育内容の低下，そして一方ではそれとうらはらに学識の異常な
高腿となって現われる。「高かろう，悪かろう」というわけである。しか
も私立の収容する生徒の家庭は，必ずしも富裕層に厩するのではなく，か
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私学の中小企業的体質についての－考察（尾形）
でないことは，とくに男子の卒業者中就職者
めて商いことからも知られる。一方生徒の過
備軍要員の性格が強く，私立はその養成所と
なり多くの部分がむしろそう
のウエイトが公立に比しきわ
半数を占める女子は，産業子
しての役割を引受けている。
晤Ｉ
さまざまの教育条件・内容の劣悪さはｊ概しさらに，以上に見たような
戦後ほぼ一貫して高校への進学率が高まり，生徒数が増大ていうならば，
するなかで，ますますその度を加え，ことに最近３カ年の急増期において
きわめて著しい。公立の収容力の増大が進学者数の増加に歩調を合わせえ
ないままに，私立は急増のきわめて大きな部分を背負わされ，諸条件をま
すます劣悪化するなかでこれをつめこんだが，それにもかかわらず，とく
に1961年以降の所得倍増政策のなかで，その脆弱な経営基盤は〆借入金
の著しい増大に特徴的に現われているような危機的状況にさらされつあ
る。しかも注目すべきは，このような戦後の生徒増大期のなかで，一時的
にせよ人口減による生徒減が現われるときは，それはそっくりそのままど
ころか100％以上私立にかかってくる。生徒が増大すればますます条件を
悪化させながらその大半を引受け，減少すればまたそのしわよせをすぺて
引受けるのである。そして減少による矛盾の露呈は，それが構造的な形を
とる今年度以降，きわめてドラスティックな形をとらざるをえない。
さらに，これらすべては平均化された指標で見てさえそうなのであり，
私立の内部の格差を個別的・具体的にとり｣二げてみれば，問題はさらに深
刻の度を加えることとなるであろう。
以上のようなさまざまの特徴点を総括して，私は私学の「中小企業的体
(1)
質」と名づけたい。国公立がいわば国家独占的な立場にあるのlこ対し，私
立は「同部門内」において国公立を補完する産業予備節的，クッション的
（２）役割を減ずる。このことは，ノト・中学校を除く私学に多かれ少かれ共通の
ことであり，日本資本主義の歴代の文教政策により推進されてきた．たと
えば私立大学が「潜在的失業者」といってよい第三次産業労働力の供給源
－４７－
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として安あがりの文科系の大半を占め，しかもそれにおいてすら，国公立
に対しきわめて差別的なレッテルを与えられてきたことを見るがよい。学
生数75％が女子によって占められる短大（1965,『速報』）また同様であ
る。現在このような状況は高校において最も著しく現われている。
（１）ここに十分な内容規定をすることなしに，「中小企業的」というきわめて暖
昧な表現を用いる。より正確には，「産業予備軍的｣，あるいは「クッション
的」といった方が正確であろう。私学は，一般の中小企業のように，倒産する
傍らから叢生してくるというものでもないし，産業榊造によって規定はされな
がら直接景気変動によって浮沈するというものでもない。また学校経営を「企
業」とすることには秘々異論があり，さらに－歩進んで「資本」と規定するこ
とはなおさら問題が多い。それにもかわらず，その体質はあらゆる面において
中小企業のそれであるといってよい。本稿でのこのような問題提起を，さらに
理論的にも，実証的にも，深めることは今後の課題である。
（２）私学の中でも，小・中学校は，むしろ異翻の「商品」を提供するものとして
公立に対し「異部門」における中小企業的存在と考えてよかろう。
一方くりかえし述べるように，私学の中にも，中小企業の内部における
ように，さまざまの格差がある。しかし，いわゆる「一流枝｣，「有名枝」
も，実は単に進学予備校，窮極的には就職予備;枝としての格付け＝産業資
本への優秀な労働力を提供しうる有用度による格付けにすぎず，私学本来
のいわゆる「独自性」をもって存立しうる学校は皆無に近い。すなわち
「系列化」の進行であり，これは今後の「不況期」の中でいよいよ深まる
こととなろう。現在都内259の高校中大学・短大の付属でないものは183
校と７割をこえているが，その中でも，また付属枝の間でも，格差はきは
めて大きい。有名私立大学の付属枝や有名国立大学への事実上の予備校以
外「自由化の嵐」にたえてゆくことは一般に困難である。事実「大学コン
ツェルン」への高校の系列化，中両挙げて受験体制への一本化は，生き残
るための方策として各所で進められている。
資本主義社会の経営体は，その商品の売上をもって，人件費，物件費，
減価償却，蓄徽フォソド，金利負担etc.を一切まかなうのがいわば建前で
ある。このような意味では，教育事業はその公的な性格からいって経営体
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私学の中小企業的体質についての一考察（尾形）
として成立ちうるものではない。すなわち，憲法と教育基本法に謡われる
●●
教育の機会均等，換言するならば，財力に応じてでなく能力に応ずる教育
をうける権利と,良心的な教育内容とを前提とする限り,私学がその提供す
る特殊な「商品」の売上＝学費をもってして経営のバランスを合せるとい
うことは，所詮不可能事である。成立ちえないものが今日まで成立ってき
たのは,上述の前提を崩すことによってに外ならないが,｢高かろう」か「悪
かろう｣か，その併用か，いずれにしても，それが可能であったのは，進
学希望者が増大の一途を辿るかぎり，私学といえども「独占的」な立場に
立つことができたからである。しかもたとえば高校についていていうと，
（３）
学校分布のアンバランスにもかかわらず，公立と異なって入学の地区的桁リ
限を持たないことは，私立が都内全般，さらには他県からまで広汎に生徒
を吸収することを可能にした。一カ国公立に比し圧倒的に高い，教育の機
会均等を真向から否定する学費と，他方その商い学費と累横する借入金を
投入してなおかつ公立にはるかに及ばない劣悪な教育諸条件とが，一言で
いうならば「高かろう悪かろう」が，独占的な立場によって今日まで維持
されてきたのである。
私立高校の場合，このような存立の根本条件は急速に消滅しつつある。
「高かろう」はもはや不可能であり）学費値上げは「命とり」ともなりか
ねないとなれば，経営のバランスを合わせるためには，現在の定時制高校
に見られるように内部の諸条件を極度にまで劣悪にする以外途はないし，
そうすればまたなおさら入学希望者の減退を招くことになろう。しかも一
方，前に見たような「系列化」に乗っている有名枝は，依然として「独占
価格」＝高学費を維持できようし，付・属両の場薑合は大学からの赤字補填に
よってしばらくは糊塗することもできよう。かくてそれ自身経営として存
立しえない矛盾を内包する私学の中小企業的体質は,「自由化」の段階を迎
えて，さまざまの学校間格差をともないながら，きわめて歴然たらざるを
えない。
（３）『都政』前掲参照。
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以上のような私学の「中小企業的体lnUは，くりかえしいうように，さ
らに立入った検討を必要とするし，さらに他のさまざまの視角から，なか
でも労働運動の側面から，十分な究明が加えられねばならない。とくに般
後の点についていえば，現在大きく社会問題として取上げられている私学
への公費助成なども教職員組合の述動の１１１にどのような位置づけを与えら
れねばならないか，教育労働のもつ一般性と特殊性とをどのように統一的
に把握するか，小単組のゲリラ型閉釧性，裏がえしの企業主義と，大単組
の大企業的エゴイズム，幹111i論食いをそれぞれどのように克服すべきか，
企業のワクをこえる単一組織の方向など，理諭的にも実践的にも解決が焦
眉の急として迫られている'１M題が多い。また本稿では考察の対象をさしあ
たり私立高校に限定したが，果して他の私学はどうであろうか。大学とも
なればその規模によっては「大企業｣，さらには「独占資本」と言ってよ
いかどうか。商校に現在現われている諸問題が，形は変えても，数年後大
学・短大の問題とならないだろうか。これらすべては，今後の検討に委ね
なければならない。ともあれ，「調査なくして発言権なし」。具体的な状況
を具体的に分析することが，とくに現時点の組合運動にとって喫緊事とし
て要請されていることを，私たちは明確に心に留める必要があるだろう。
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